
別紙１

計算書類に対する注記(法人全体用)

2022年度

１．継続事業の前提に関する注記                                                                      

該当なし

２．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

　・平成24年度以降・・・新定額法

(3) 引当金の計上基準

　・退職給付引当金・・・職員に対して将来支給する退職金のうち、当該会計年度までに負担すべき額

　・徴収不能引当金・・・ご利用者が支払うべき債務の支払い不能額に相当する額

　・賞与引当金・・・・・職員に対して期中に支払うべき賞与を引き当てた額

３．重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度                                                                      

・独）福祉医療機構の当該年度退職共済制度に則り算出した額に規定利率を乗じた額とする

・退職給与規定による

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分                                                  

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類(会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式)

(2) 事業区分別内訳表(会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式)

　　社会福祉事業のみを実施のため、上記様式を省略している

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

(4) 収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない

(5) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　ア、白寿荘拠点

　　　　・本部

　　　　・介護老人福祉施設　白寿荘

　　　　・通所介護事業

　　　　・居宅介護支援事業



　　　　・短期入所生活介護事業

　　　　・認知症対応型通所介護ドリームケア大潟

　　　　・認知症対応型通所介護ドリームケア鹿子前

　　　　・認知症対応型通所介護ドリームケア横尾

　　イ、さざ・煌きの里拠点

　　　　・介護老人保健施設　さざ・煌きの里

　　　　・短期入所療養介護事業

　　　　・短期入所生活介護事業

　　　　・通所リハビリテーション事業

　　　　・居宅介護支援事業

　　　　・認知症対応型通所介護ドリームケア吉井

　　　　・訪問リハビリテーション事業

　　ウ、佐世保市清水地域包括支援センター

　　エ、住宅型有料老人ホーム　ドリームステイみらい

　　オ、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

　　カ、住宅型有料老人ホーム　ドリームステイかがやき

　　キ、看護小規模多機能ホーム　ドリームステイつばさ

　　ク、佐世保白寿会　訪問看護ステーション

６．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地        127,770,629                 0                 0       127,770,629

建物      1,140,937,379                 0        56,074,510     1,084,862,869

建物付属設備         18,111,730                 0         4,585,452        13,526,278

構築物          2,823,460                 0           294,620         2,528,840

定期預金          1,000,000                 0                 0         1,000,000

合            計      1,290,643,198                 0        60,954,582     1,229,688,616

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

８．担保に供している資産                                                                            

該当なし



９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地        133,237,780                 0       133,237,780

建物         90,339,809        19,234,889        71,104,920

建物付属設備        180,120,596        84,681,894        95,438,702

構築物        158,165,276       128,514,981        29,650,295

機械及び装置         14,674,555        14,082,627           591,928

車輌運搬具         89,715,925        79,161,749        10,554,176

器具及び備品        365,179,812       295,834,131        69,345,681

敷金            642,600                 0           642,600

権利            316,600                 0           316,600

ソフトウェア         63,246,494        53,225,690        10,020,804

合            計      1,095,639,447       674,735,961       420,903,486

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                          

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

の当期末残高 当期末残高

省略

合            計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

該当なし

合            計

１２．関連当事者との取引の内容                                                                      

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。                                                        
（単位：円）

法人 事業の 議決権 関係内容 取引の

種類 等の 住所 資産総額 内容又 の所有 役員の 事業上 内容 取引金額 科目 期末残高

名称 は職業 割合 兼務等 の関係

該当なし

取引条件及び取引条件の決定方針等                                                                    



１３．重要な偶発債務                                                                                

該当なし

１４．重要な後発事象                                                                                

該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け                                                        

該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし


